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論文内容の要旨
世界経済の近年の動向は，アメリカ経済が若干の同復を見せているものの.巨視的には.日本をはじめ
とするアジア経済閣が浮上する構造となっている。第二次大戦後のl世界経済を主導してきたアメリカは，
貯蓄と投資の不均衡，貿易赤字の累積などの構造的な問題によって世界経済に占める位置が低下していく
と思われる。 EUもドイツなどの一部の幽が成長傾向を示しているが.EU全体としてみれば低成長がつづ、
き， t界経済で内める{す.置が低下していくと思われる。
このような位界経済の毘境の巾で韓関は、最近.OECD加盟による先進経済の士.台をつくる契機にきて
いるが，園内経済ではウオン貨の切り上げ，賃金上昇などによって輸出商品の対外競争刀が低下し，経済
成長が鈍化するなど転換期の困難に出而している。一方，日本は低成長が基調になるにしたがって世界の
総生産に占める比重がこれ以上高まることはないが.今後は現在.と|司じ水、宇を維持することと思われる。
1960年代以降のアジアKTES. アセアンと中固などのアジアの発展途上国は，輸出に依存した対外指向
的な政策で高い経済成長率を達成し，今後も高成長を維持して世界経済の索引車の役割lを果たしながら，
世界経済での位置をより高めていくと思われる。
例を挙げれば，アセアンは1993年にアセアン向由貿易地域 CAFTA)を通じて域内市場の統合を加速化
しており，一昨年7月にベトナムが7番目の会員国となり，今後はカンボジア. ラオス. ミャンマーが会
員国になる予定である。それゆえにアセアンの域内で貿易と投資が拡大し，対外的な|証|際協街でアセアン
の立地がより強化され.今世紀末にはアセアン時代を迎えることと思われる。
このような状況の中で，韓H経済協力の必要性はより切実になっており， とくに世界主義を指向する
WTO体制の出帆と，徐々に強まっている地域主義の傾向の中で.地珂的.経済的に密接な関係にある韓
同と H本が協力することは時代の要求であると考える。こうした要求・に応えるためには.新しい視角で向ー
国の経済協力の強化を推進していかなければならないであろう。日本はこれまでに達成した経済)Jを土台
として隣接凶への支援を惜しまなかったが，相手から心底の感謝を受けていない。受恵悶の観点では莫大
な対H貿易赤字に多くの不満をもっており，また日本:が技術移転に消械的な態度をとり，輸入抑制が強い
ということを問題点として指摘されている。したがって， 円本一凶がアジアに進出することはますます困
難になっている状況にあるといえる。 OECD加盟によって国際的なイメージが高まっている韓凶が.域内
の先進工業国と発展途上国の橋梁の役割を果たすことのできる唯一の国であると考えるO
プラント産業は，各種機械設備を組み合わせて全体の機能を発樺させる総合技術の結晶体であるので，
複数企業の共同作業によってなされ，またエンジニアリングという技術的結合が加味されるソワトウェア
とハードウェアの集合体分野であり，他の産業への波及効果が大さく，付加価値がβ~t 、だけでなく、貿易
????
の拡大と産業構造の高度化に大きく寄与することで経済発展の基礎となることができるc プラント輸出に
おいては，一般機械や部品類とは異なって，専門的な製品知識と相手国の法的規制，金融知識などの広範
囲な知識と経験がなければ不可能であるので，技術と経済の協力がより強調される産業である。
韓国は， 1990年代に入勺て産業構造の高度化とともに既存の輸出指loJ的な産業構造が低賃金を土台とす
る加工貿易と，大規模な資木股資による重化学T業中心の産業構造から高度の同際競争力を確保するため
により付加価値の高い産業構造への移行が不可避な状況にある。このような観点で産業設備の輸出は.韓
国経済が輸出指向的な産業構造の運営という人・きな枠を維持している中で，労働集約的であり資本集約的
な状態から技術集約的な産業構造へ移行させるためには考慮しなければならないものとして戦略的に育成
している。一方¥日木は，過去の発展途上国，産油国中心とするT業化の進展によって産業設備需要が増
大する輸出環境の中で高度成長を持続してきたが，最近ではプラント輸出業界をとりまく環境が急激な円
高の影響と世界最高の人件費による価格競争)Jの低下と欧米諸国との;蟻烈な競争に甫ー面しており，競争力
を同復させるための強化策が切実に要求されている時期にあるο
最近，プラント発注形態がBOOCBuild Own and Opuratc，すなわち，プラントの所合・権は引き続い
て維持する)， BOT (Build， Transfer and Operate，すなわち，所有権は引き渡してプラント運営は続
けること)，あるいは経済協力次元でただプラントを輸出するだけでなし技術・連常のノウハウまで含
めた移転が要求されており.韓円は自国のプラント産業の発展のために新しい視角に立脚した競争力向 k
万案に関心をもたなければならない。企業は，企業なりに技術力が競争力と企業戦略の要諦という認識を
土台として， I技術と経営を戦略的に連携」する技術経営戦略を効果的に推進しなければならない。
アジアのプラント市場の浮上，プラント受沖形態の変化，企業の新しい技術経営の認識などの視点から
両国に競業の機会がより重要な立場で，両国の企業は共同遂行を通じてより効果的な受注活動の展開で不
必要な競争を也避し. しいてはプロジェクト推進によるファイナンシンクψ負担を最小化し，プロジェクト
リスクを分散させ，技術と価格の而で弱点を補完する協力関係を維持するのであれば.欧米企業との競争
で絶対的な優位にたつことができ，第三国，とくに工業化の進展を背景ーとして高い成長が期待されている
アジア地域へのプラント輸出を拡大することができると考える。
韓日協力によってアジア市場の提携進出の可能性が一番高いのは，海外建設事業とプラントの共同受注
分野であるo これまで日本は大型プラントと建設事業の受注で主として欧米企業との協力を追求した。進
出地域は大部分が東南アジアと中東地域である。日本が第三国市場での共同進出のためのパートナーとし
て発展途上同を選定する例はきわめて少なし韓国との共同進出の事例もほとんどないのが実情である。
しかし今後は，韓国は海外プラント建設の成熟した基盤を土台として日本と海外プラント建設市場で十分
なパートナーとなることができるはずである。韓国企業もH本企業と共同事業をする程度に技術力や管理
能力が以前よりは向上してきた。まだ日本が優位にある技術，情報，資金面で提携をすれば，共同受注の
可能性も高まることと思われる。また韓国の企業は日本の企業の情報能力と技術力を活用することができ，
韓国側での意欲と闘志があり能力を備えた管理者をはじめとする必要な人材を活用することができる。
とくに，プラント建設受注においては，豊富な経験と管理能力を保有している韓国企業が日本に比べて
有利な側面もある。 H本に比べて低い人什-費で有能な管理者と熟練労働力を活用することができ，プロジι
クトに所要される機資料も低価絡で供給することができる。また日本側では比較劣位にある低廉で良質の
熟練労働力と充実した_[事経験を活用して，建設技術，資本，情報を提供すれば，プラント建設部門の韓
日海外共同進出はお亙いの長所をより高めることになる。しかし韓国の海外建設とプラント輸出は，ま
だ日本や欧米企業に比べて基本設計能力，情報収集能力，核心的な機資材の供給において遅れている。し
かし価格や納期においては日本よりは少し優位にある。
今後は，韓日のプラント建設事業がアジア市場に共同進出するには，相互協力体制の強化をi!l1じて一時
-96-
的に可能な垂直的な国際分業よりは，長期的な次元で‘水平的tJ同際分業を強化して，相互補完の原則によっ
て成長潜在力を開発するようにしなければならない。過去の韓Uの協)J事例からプロジ且クト宵開. ファ
イナンシング¥設計，機資材供給，建設・施• .L試運転などの各部門で両国の適切な役割分担でプロジ z
クトを成功的に逆行したことにみられるように，十分な協力でもって欧米企業との受注競争に優位にたつ
ことができる。
このような次元で相互協力が可能な万案をみると，前ーに. Ii本は，プラント建設工事の基本設計，プ
ラントの性能保障に重要な部品調達とT事監珂を引き受け，韓国は，詳細設計を遂行して，一般施L機資
材の制作と設置，試運転と暇痕補修などの比較優位に立脚する分業体制を確立しなければならない。
第二に，発注所から資金提供を要求される場合，特日の作.業は原則として自己の供給分に対して資金を
調達しなければならないが.日本の豊富にあり低金利の資金を活用できるように努力しなければならない
し， しいては， l:l本の凶際経済の地位を利用して凶際開発金融機構ーからの資金調達にも努ノJしなければな
らなL、。
第二に，コンソーシアム形態は.工事の性格によって合作連常を原則とし発注固と韓国の外必関係や
特殊状況を考慮して，場合によっては元請け・下請け供給明のコンソーシアムを運営するのも望ましいと
考えられる。
論文審査の結果の要旨
提出された論文は，アジアにおけるプラント建設市場の急増という機会をとらえて拡大しようとする韓
国のプラント産業は，いかなる協力関係を日本のプラント産業との聞に形成していくべきかを技術経常戦
略論として展開したものである。
この課題を架たすために.まず技術経営戦略についてのこれまでの議論の暫理が第 l章で行われる。こ
の現論部分での叙述はいささか相いものであるが，この主題に関する研究がこれまでほとんど行われてこ
なかったことを考慮すればやむを得ないものであろう。
第 2章ではプラント産業における技術経営の現状が豊富な資料によって明らかにされる。資料は
Engineering News Recordを中心としているが，とくに韓同の企業に関しては直接入手したと思われ
るオリジナルな資料が駆使されていることが評価できる。
第3章では韓幽及び日本のプラント産業の発展過粍と現状が詳細に分析されているo本論文の性格上，
記述は輸出とのかかわりが中心となっているが，韓国プラント産業の輸出競争力の形成過粍と現状の分析
は木論文が初めてのものであることから卜分に評価されて良い。なお，この部分は産業史的な研究として
の意味ももっ。韓凶経済の発展はいくつかの財閥に属する企業クソレープの成長と事実上は電なり台うため，
その歴史研究はこれまで財閥史として行われたものが多く，産業史的研究は非常に少ない。そうした側面
での木論文の意義も評utliされるところである。
第4:t主は以kの隈論的・実証的な素材と国際競争力の分析をもとにアジア市場での両国のプラント産業
での協力のあり万を提示している。ここではまず国際ヨンソーシアムの意義が論じられ，その具体的な諸
形態と問題点を明らかにしている。また，国際コンソーシアムにおける競争的な協調が参加企業の補完的
な関係として行われる場合の意義にもふれられている。ついで， これまでに行われてきた日本のプラント
産業の凶際協)J関係は下として欧米企業との提撰のもとでの東アジア及び中東への進出であったと指摘し，
今後の両国のプラント産業による凶際競争力の面での相互補完的な協力を提言して結論としているが， こ
の結論はプラントl竜業に限らず広く適用可能なものであろう。
この研究の意義は，近年の世界経済が実質的にブロック化を進めているにもかかわらず，東アジア経済
圏におけるブロック|人l協力関係についての研究が少はいmtAにおいて実証的に課題を解明したところにあ
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る。審査委員会はこの課題の点のオリジナリティおよび第3章の実証的研究を評価して本論文を博士(経
営学)の学位論文としてふさわしいものと認めた。
なお.審査結果を左右するものではないか，若干の問題点を指摘しておく必要がある。その第一は国際、
コンソーシアムの参加企業はすべての点で相以補完的なものでなければならないというものではないとい
うことである。この点への考察が不足しているため，第4章での論理展開は必ずしも十分とは三えないの
第二は，論文中の凶表の出典表記の相互参照に数カ所の誤記があることである。審査委員会はそれらが例
えば「図」とすべきところを「表」としているなど単純な誤記であることを確認したが出典部分での誤記
は重大な結果となりうる場合もある。
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